
 

『退職所得とならない場合も 定年延長後の一時金―国税局』 
 

 定年を延長した場合に、従業員に対して延長前の定年に達した時に支払う退職一時金の所得区分

についての事前照会に対して熊本国税局が文書回答した。照会した企業は就業規則を改定、２０１９年

４月１日から定年を６０歳から６４歳に延長した。これに伴い賃金規則も改定、従業員の入社時期にかか

わらず一律で延長前の定年である満６０歳に達した日の属する年度末の翌月末までに退職一時金を

支給する。一時金は引き続き勤務する従業員に支給するもので、本来の退職所得とはいえないが、所得

税基本通達３０－２（５）《引き続き勤務する者に支払われる給与で退職手当等とするもの》に定める給与

に該当、退職所得として取り扱ってよいかを照会した。同局は、「同通達は労働協約等を改正していわゆ

る定年を延長した場合を前提としている」とした上で、一時金のう

ち、定年延長後に入社する従業員に対しては、その支給対象者

はすでに定年の延長が就業規則等で決定しており、雇用開始時

点で定年を６４歳として採用されるため、労働協約等の改正でい

わゆる定年を延長した場合には該当しないと説明。したがって一

時金のうち、定年延長後に入社する従業員に対するものにつ

いては同通達は適用されず、退職所得として取り扱われると

は限らない旨回答した。 

 

 『マイナスの影響ありが３割 米中貿易摩擦で中小企業』 

 
 日本政策金融公庫が中小企業を対象に行った米中貿易摩擦の影響についてのアンケート調査で、

業況へのマイナスの影響が「大いにある」と回答した企業の割合が８．１％、「少しある」が２０．０％となり、

約３割が影響ありと感じていることがわかった。上記回答を最終需要分野別にみると、「電機・電子関

連」が３９．５％と最も高く、次いで「乗用車関連」（３７．５％）、「設備投資関連」（３７．４％）の順。一方、プ

ラスの影響が「大いにある」と回答した企業の割合は０．９％、「少しある」は３．９％。「大いにある」と「少し

ある」の合計を最終需要分野別にみると、「乗用車関連」が９．４％と最も高く、次いで「食生活関連」（６．

３％）、「電機・電子関連」（６．１％）の順。米国と中国への製品・サー

ビスの供給状況別に企業を分類した上で、マイナスの「影響あり」を

みると、「中国に供給している」が４５．９％で、「わからない」「どちらに

も供給している」が続いた。マイナスの影響の内容については「国内

取引先からの受注・販売減少」と回答した企業の割合が５１．９％と

最も高く、次いで「原材料価格の上昇」（２８．８％）、「輸出の減少」（２

４．４％）の順。マイナスの影響に対する対策は６８．２％が「検討して

いない」と回答した。 
 
    出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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